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１．１７年度第一次行動計画（年度当初）のポイント        

（１） 目標納付月数の獲得を中心に策定 
○ 以下の事由により、年度前半の計画は目標納付月数の獲得を中心に策定 

・ 年度当初は、前年度の学生納付特例者等の申請指導が必須 
・ 所得情報の取得は、７月以降、順次可能となるため、従来型の取組が中心 
・ 年度途中で行動計画の全般的な見直しを実施 

     
【策定手順】 

①直近の実績値（Ｈ１６／１１末）をもとに、１７年度末の目標納付対象月数を推計               
②上記①に目標納付率を乗じて目標納付月数を算定 
③上記②を達成するため、事務局単位の電話や戸別訪問等の納付督励ごとの効果率、寄与率の実績を 

もとに、目標達成のための督励件数を算定 
 
      【参 考】 
                             目標納付月数    
         ○目標納付率（％） ＝                   × １００ 
                           目標納付対象月数 
                        

○効果率・・・ 前年の一定期間に実施した個々の「納付督励業務」の実施月日直後の「収納件数」 
実績をその督励効果と見なして算定 

 
○寄与率・・・ 上記「収納件数」の収納月数に対する寄与の度合いを「１件当たりの収納月数」 

として算定 
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（２）各督励等の主な改善点 
  ○ 「量」を重視した取組から、「質と量」の両面を重視した取組へのシフト等による 

       効率的・効果的な督励等の計画と実践 
 

①電話納付督励 
･ 委託事業者の全４７事務局による官報での公募と接触率８０％等の目標値導入 

･ 職員による月曜夜間及び土曜開庁時の督励による接触率の向上 
 

②戸別訪問督励 
・ 国民年金推進員の増員（５４２名）と成果主義の導入に基づく好実績者ノウハウの水平展開 

・ 過去の督励事蹟等による在宅時間帯を意識した訪問による面談率の向上 
 

③口座振替勧奨（納付督励時）の織り込み 
･ 口座振替勧奨（納付督励時）を５つめの督励業務として、実績管理から目標値管理に変更 

 

④督励フローチャートの作成 
・ 督励結果による次の督励への連携を意識したフローチャート作成 
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 ２．１７年度行動計画（改定版）のポイント            
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・ 所得情報や年齢等に基づき、申請対象可能層を抽出し、 

所得による確度や全国平均の免除割合等により目標設定 

② 低所得者層の年金権の確保対策を目標値化 

目標値を設定し、行動計画に反映（約１４万件） 

・ 強制徴収の最低目標値を提示し、事務局ごとに具体的な 

 ④ 事務局単位の強制徴収目標の提示と計画への反映 

現年度、過年度分の仕分けを可能にした上で見直し 

③ 事務所単位の効果率等に基づき見直し 
・ 既存システムの活用を前提としているため、制約のあった 

④ 所得情報取得と強制徴収の拡大 
・ ７月以降磁気媒体による所得情報により、強制徴収の 

対象件数を約３倍（１０万件）に拡大 

・ 行動目標値策定の参考となる効果率・寄与率について、 

８月末に抽出が可能となる事務所単位の平成１６年度分 

実績を反映（従来は事務局単位）

③ 効果率、寄与率の精度向上 

① １６年度末値で推移するとの前提で見直し 
・ 年度末の影響を見極めるのは困難であるが、未届者（２・３ 

→１号）への職権適用と相殺される前提で作成 
（１７／３月末―７月末＝▲４５万人、▲２．１％） 

① 第一号被保険者の変動（全国的には減少基調） 

② 法律改正等による影響 

・ 「若年者の納付猶予」｢免除等の遡及｣の影響について、 

上半期の承認件数等の実績を反映 

・ 未届者（２・３→１号）への職権適用の実績を反映 

 （１）第一次計画策定段階での改定版への反映要素の取り込み結果 
第一次計画策定段階での改定版への反映要素 改定版への反映結果 



     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↓ 

○ 行動計画の具体的展開・実施と進捗管理の徹底により目標納付率の達成を図る 

 
 
                           

 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
→ ＜参考１＞納付率向上に向けた戦略（概要と行動計画の位置づけ） 

② 強制徴収の実施による不公平感の是正（→目標納付月数の獲得） 
・平成１６年度：３万件 → 平成１７年度：１０万件（事務局の積み上げ目標では１４万件に拡大） 

 

③ 上記①②を踏まえた中間層への各納付督励に基づく目標納付月数の獲得 
･事務所単位の効果率、寄与率の実績を参考に目標設定（従来は事務局単位の実績）  

・目標値は、「承認期間の遡及」等を踏まえ適用人数ベースで進捗管理 

      

        →希望者に対する次年度免除手続きの簡素化による申請指導の効率化（平成１８年度） 

 

①  低所得者層の年金権の確保（→免除等の申請指導） 
・全額申請免除、若年者納付猶予等について、申請指導等による適用分の目標設定. 

（２）前記（１）を踏まえた所得情報の取得等に基づく行動計画の体系的見直し 

○ 従来の督励に特化した行動計画の見直し 

↓ 

○ 免除等及び強制徴収対象層に対する行動目標を新規管理項目として追加 

↓ 

○ 層別化等による効率的・効果的な行動計画に改定（下記①～③） 

 - 4 -



 

 

３．１７年度 改定版行動計画の概要            

策定
手順

納付月数

納付月数

243万件 829万件

免
除
等
対
象
層

(

新
規
分

)

強
制
徴
収

対
象
層

Ｈ１６年度
督励結果の
効果率等を
参考に策定

行動計画目標値

計既実施

 電話納付督励件数

553万件 2,004万件

②

①

③

④

13,110万月

Ｈ１６年度末実績値

63.6%
納付対象月数

20,613万月

11,121万月

75万月

獲　得　目　標　値

納
付
対
象
月
数

（月

）
学生納付特例及び若年納付猶予

納
　
付
　
月
　
数

（月

）

2,159万月

全額申請免除

13,355万月

中
間
層

年度目標

1,385万月

19,228万月

Ｈ１７年度末目標値

69.5%
納付対象月数

低所得者層の
年金権の確保対策

優
良

納
付
者
層

594万件 1,718万件

24万件 556万件

1,003万件 3,967万件 催告状発行件数

 集合徴収案内件数

口座振替勧奨件数

2,964万件

1,451万件

532万件

 戸別訪問督励件数

今後の目標

586万件

1,124万件

790万月 (78万人)

595万月 (70万人)
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 ＜参考１＞納付率向上に向けた戦略（概要と行動計画の位置づけ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後の収納対策における重点テーマ（本年７月の国民年金特別対策本部会議で承認）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「年金制度の周知と記録管理の徹底」 
年金制度の考え方や内容を周知することで、保険料の納付促進を図るとともに、記録 

管理の徹底や免除制度の周知を通じ、年金権取得対策を実施する。 

②「効率的・効果的な未納者・免除者対策の実施」 
所得情報を活用し、負担能力や未納者属性等（負担能力、未納期間、年齢等）に応じ 

たきめ細かな収納対策を効率的・効果的に推進する。 

 

→ 一定規模の市町村においては、鍵となる所得情報の磁気媒体での提供が可能 

となるよう鋭意取り組む 

改革のセカンド・ステージにおける概要図 
（次  頁）
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＜ 概 要 図 ＞ 
強制徴収の実施   

 不公平感の解消と波及効果 

  16 年度 17 年度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終催告状 31，497 件 14 万件 

納付等 18，620 件  

財産差押え 311 件  

 

納めやすい環境づくり 
 

○ 口座振替の推進 

○ 口座振替割引制度の導入（H17.4～） 

（口座振替率） 

 

15 年度末  16 年度末  19 年度目標 

35% → 37%  →  50％ 

632 万人 651 万人   

 
○ コンビニ納付の導入 (H16.2～) 

16 年度利用状況 347 万件 

 
○ インターネット納付の導入 (H16.4～) 

16 年度利用状況   7 万件 

市
町
村
か
ら
の
所
得
情
報 

未 

納 

者 

 

 

 
○ 税申告時の社会保険料控除証明書

の添付義務化（H17.11～） 

 
○ クレジットカード納付の検討 

 

（H18 実施予定） 

 

    

 

免除や学生納付特例（学生の間の保険料納付を猶予し後で納付できるしくみ）を周知・ 

勧奨し、年金権を確保、年金額を増額 

○ ハローワークとの連携による失業者への免除制度の周知（H16.10～） 

○ 若年者納付猶予制度の導入（H17.4～） 

○ 免除基準の緩和・免除の遡及（H17.4～） 

○ 多段階免除制度の導入（H18.7～） 

 

高
所
得
層 

納付督励の実施

最終的に 60 万件 

実施可能な体制 

を構築 

・質の向上 

・効率化 効率化により強制徴収へ要員シフト 

中 

間 

層 

低
所
得
層 

ポイント制の導入 
保険料納付実績や年金見込額等の年金 

個人情報を定期的に通知 

年 金 教 育 
将来を担う学生・生徒に対し、年金制度の意義等に 

関する理解を促進  

広   報 
年金制度の安心感、有利性をわかりやすく伝え 

国民の抱く漠然とした不安を払拭 

催 告 状（手紙）

電  話 

戸別訪問（面談）

集合徴収（呼出）

応じない

督励にも

度重なる

○市場化テストによる民間ノウハウの活用（H17.10～） 

行動計画の策定・進捗管理 
（ Ｈ16.10 ～ 全社会保険事務所単位 ) 

○電話納付督励の外部委託（H17.4～数値目標設定） 

○面談による納付督励に成果主義を導入（Ｈ17.10～） 

免除などの周知・勧奨

 - 7 -



 

 

＜参考２＞平成１７年度 第一次行動計画の概要 

（１）目標納付率等 

 
１７年度目標（①） １６年度実績【速報値】（②） 差引（①－②） 

納付率 ６９．５％ ６３．６％ ５．９％

納付月数 １億４，４９７万月 １億３，１１１万月 １，３８６万月

納付対象月数 ２億０，８７４万月 ２億０，６１３万月 ２６１万月

   

（２）納付督励等の目標件数 
 

１７年度目標（①） １６年度実績（②） 差引（①－②） 

電話納付督励件数 ９２７万件 ６４９万件 ２７８万件（43%）

戸別訪問督励件数 １，７７８万件 １，３４１万件 ４３７万件（33%）

催告状発行件数 ４，８５７万件 ４，０２１万件 ８３７万件（21%）

集合徴収案内件数 ２，２９９万件 １，９２９万件 ３７０万件（19%）

口座振替勧奨件数 １，２０１万件 － － 

（注） 「差引」欄の％は対前年度伸び率 
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